
　

　

　

第49期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

　

　

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

 

（平成23年９月１日から平成24年８月31日まで）

　

株式会社サダマツ

　

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および
当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.b-sophia.co.jp/IR/）に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1.　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　 ３社 　

連結子会社の名称 ・・・・・ 台灣貞松股份有限公司

D&Q JEWELLERY Co.,Ltd.

維璦國際有限公司

　

2.　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社維璦國際有限公司および台灣貞松股份有限公司の決算日は連結決算日と一致してお

ります。

在外連結子会社D&Q JEWELLERY Co.,Ltd.の決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成にあ

たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

　

4.　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの ・・ 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品 ・・・ 個別法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料 ・・・・・・　移動平均法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 ・・・・・・

　

最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　(注)貯蔵品は流動資産の「その他」に含まれております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 ・・・

（リース資産除く）

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、定率法（た

だし、建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、旧定率法（た

だし、建物（建物附属設備を除く）については旧定額法）を採用してお

ります。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は

除く）については、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　２年～17年

機械及び装置　５年～10年

工具器具備品　２年～20年

②　無形固定資産 ・・・

（リース資産除く）

ソフトウエア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 ・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

④　長期前払費用 ・・・ 均等償却によっております。

 なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

(3) 繰延資産の処理方法  

　　社債発行費 ・・・・ 社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 ・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 ・・・・ 従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額

を計上しております。

③　退職給付引当金 ・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づき計上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　重要な外貨建ての資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

なお、在外連結子会社の資産および負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めております。

②　消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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5.　会計方針の変更

　（減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産の減

価償却方法について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益の影響は軽微であります。

　

6.　追加情報

　（会計上の変更および誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）および「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12

月４日）を適用しております。

　

（連結貸借対照表に関する注記）

1.  有形固定資産の減価償却累計額 298,758千円

　

2.  担保に供している資産 　

投資有価証券 79,154千円

当社が出店しております株式会社新天町商店街公社（福岡市）との店舗賃貸借契約の定めにより、

当社が所有する株式会社新天町商店街公社の株式を担保提供しております。

なお、上記に対する債務はありません。　

　

3.　当座貸越契約および貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約および貸出コミ

ットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約および貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。

当座貸越極度額および貸出コミットメントの総額 1,950,000千円

借入実行残高 1,600,000千円

差引額 350,000千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

普通株式 11,387,000 ― ― 11,387,000

　

2.　自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

普通株式 289,480 687 ― 290,167

(注)普通株式の自己株式の増加687株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　　

3.　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年11月25日
定時株主総会

普通株式 22,195 2.00 平成23年８月31日 平成23年11月28日

　　

4.　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年11月28日
定時株主総会

普通株式 22,193 2.00 平成24年８月31日 平成24年11月29日

　

5.　当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数

普通株式 252,000株
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資等の資金計画に照らして、必要な資金を銀行等金融機関からの借入

により調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しています。資金運用

については、短期的な安全性の高い金融資産に限定しております。デリバティブ取引は、行って

おりませんが、必要に応じて行う方針であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建てのものについ

ては、為替変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

　長期借入金は、主に設備投資等の長期資金計画に基づく資金調達目的としたものであります。

長期借入金の一部は金利変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、経理規程に従い、営業債権について、取引先の状況等を定期的にモニタリングし、取

引先ごとに期日管理および残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把

握や軽減を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）

当社は、借入金にかかる支払金利の変動リスクに関しては、長期借入金の金利変動リスクを回

避するため固定金利による借入をしております。

③資金調達にかかる流動性リスク

当社は、経理規程に従い、資金管理責任者が常に資金繰りの状況を把握し、適時に資金計画を

作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件などを採用することにより、当該価額が変動することがあります。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　 連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 投資有価証券

(4) 差入保証金

1,173,485

613,712

1,773

15,034

1,173,485

613,712

1,773

14,487

―

―

―

△547

資産計 1,804,005 1,803,457 △547

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 短期借入金

(3) 未払金及び未払費用

(4) 未払法人税等

(5) 社債

(6) 長期借入金

662,513

1,600,000

397,620

131,659

450,000

739,288

662,513

1,600,000

397,620

131,659

438,938

736,409

―

―

―

―

△11,061

△2,878

負債計 3,981,081 3,967,141 △13,940

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

(4) 差入保証金

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを適切な指標による利率で割引いた現

在価値により算定しております。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金及び未払費用、(4)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(5) 社債

これらの時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リス

クを加味した利率で割引いた現在価格により算定しております。

(6) 長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引い

た現在価値により算定しております。
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(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式(*1) 94,654

差入保証金(*2) 418,471

(*1) 非上場株式については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価評価の対象に含めておりません。

(*2) 賃借物件において預託している差入保証金の一部については、退去による返還までの期間を

算定することが極めて困難と認められるため、時価評価の対象に含めておりません。

　

(注)３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金

受取手形及び売掛金

差入保証金

1,173,485

613,712

3,758

―

―

11,275

―

―

―

―

―

―

合計 1,790,956 11,275 ― ―

　

(注)４．社債および長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

社債 100,000 100,000 100,000 100,000 50,000

 

区分
１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 337,856 227,190 94,804 57,836 21,602

　　

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 123円58銭

　

2.　１株当たり当期純利益 7円13銭
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（重要な後発事象に関する注記）

（第５回新株予約権の発行）

  平成24年９月18日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき、当

社の取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議

しました。

１．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

  経営改革の一環としての役員報酬体系の見直しに伴い、取締役および監査役の報酬と当社の業績および

株主利益の連動性を一層高めることを目的として、当社の取締役および監査役（社外監査役を除く）に対

し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を次の要領により発行するものであります。

２．新株予約権の発行要領

（1）新株予約権の名称

株式会社サダマツ第５回新株予約権

（2）新株予約権の目的である株式の種類および数

当社普通株式95,000株とする。

ただし、以下に定める付与株式数の調整を行った場合は、調整後付与株式数に新株予約権の総数を乗

じた数に調整されるものとする。

新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式1,000

株とする。なお、付与株式数は、下記（6）に定める新株予約権を割り当てる日後、当社が株式分割

(当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合を行う場合は、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は、当該時点で行使されていない新株予約権の付与株式数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、そ

の効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議

案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の

終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終

結の日の翌日以降これを適用する。

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するも

のとする。

（3）新株予約権の総数

95個とする。

上記の総数は割当予定数であり、申込みの数が割当予定数に満たない場合等には、割り当てる新株予

約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。



－ 9 －

（4）新株予約権の割当てを受ける者および割当数

① 当社取締役　　　４名（87個）

② 当社監査役　　　１名（８個）

（5）新株予約権の払込金額

新株予約権１個当たり　73,510円 (１株当たり73.510円）

なお、当該払込金額については、会社法第246条第２項の規定に基づき、金銭の払込みに代えて、付

与対象者が当社に対して有する報酬債権と相殺するものとする。

（6）新株予約権を割り当てる日

平成24年10月15日

（7）新株予約権と引換えにする金銭の払込み期日

平成24年10月15日

（8）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることが

できる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（9）新株予約権を行使することができる期間

平成24年10月16日から平成54年10月15日まで

（10）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（11）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役および監査役の

いずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過するまでに限り、新株予約権を行使することがで

きるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役又は監査役の地位にある場合においても、平

成53年10月16日以降においては新株予約権を行使することができるものとする。

② 上記に拘わらず、新株予約権者は、以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約権を行

使することができるものとする。ただし、下記（14）に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株

予約権が交付される場合を除く。

・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議又は会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、

当該承認又は決定がなされた日の翌日から15日間　

③ 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。ただし、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」

という。）に定める条件による。

④ その他の条件については、新株予約権割当契約に定めるところによる。
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（12）新株予約権の取得の事由および条件

以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約

権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（14）組織再編成行為時における新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当

社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社と

なる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織

再編成行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併

設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割

設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、および株式移転につき株

式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下

「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予

約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。
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① 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「（2）新株予約権の目的である株式の種類および数」に

準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「（9）新株予約権を行使することができる期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日の

うちいずれか遅い日から、上記「（9）新株予約権を行使することができる期間」の満了日までとす

る。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記「（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 新株予約権の取得の事由および条件

上記「（12）新株予約権の取得の事由および条件」に準じて決定する。

（15）新株予約権の行使により交付する株式の数の端数の取扱い

新株予約権の行使により交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる

ものとする。

（16）新株予約権の行使請求および払込みの方法

① 新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記

入し、記名押印又は署名のうえ、これを下記（17）に定める行使請求受付場所に提出するものとする。

② 上記①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第281条第１項の規定に従い、現金に

て下記（18）に定める払込取扱場所の当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むもの

とする。
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（17）新株予約権の行使請求受付場所

当社管理部

（又はその時々における当該業務担当部署）

（18）新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　福岡支店

福岡市中央区天神一丁目十三番一号

（又はその時々における当該銀行の承継銀行もしくは当該支店の承継支店）

　　

（その他注記）

　該当事項はありません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　資産の評価基準および評価方法 　

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 　

子会社株式 　

移動平均法による原価法 　

その他有価証券 　

時価のあるもの ・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの ・・・・・ 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準および評価方法 　

商品及び製品 ・・・・・・ 個別法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料 ・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 ・・・・・・・・・

　

最終仕入原価法による原価法

（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　(注)貯蔵品は流動資産の「その他」に含まれております。

　

2.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ・・・・・

（リース資産除く）

平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、定率法（た

だし、建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用してお

ります。

平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、旧定率法

（ただし、建物（建物附属設備を除く）については旧定額法）を採用

しております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備は除く）については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よる定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　２年～17年

工具器具備品　２年～20年

(2) 無形固定資産 ・・・・・

（リース資産除く）

ソフトウエア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産 ・・・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

(4) 長期前払費用 ・・・・・ 均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。
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3.　繰延資産の処理方法 　

　　社債発行費 ・・・・・・ 社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。　

　

4.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 ・・・・・・ 従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を

計上しております。

(3) 退職給付引当金 ・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。

　

5.　その他計算書類の作成のための重要な事項

(1) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

6.　会計処理の変更

（減価償却方法の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産の減価償

却方法について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益の影響は軽微であります。　

　

7.　追加情報

（会計上の変更および誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）および「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４

日）を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

1.　有形固定資産の減価償却累計額 261,871千円

　

2.　担保に供している資産

投資有価証券 79,154千円

当社が出店しております株式会社新天町商店街公社（福岡市）との店舗賃貸借契約の定めにより、

当社が所有する株式会社新天町商店街公社の株式を担保提供しております。

なお、上記に対する債務はありません。

　

3.　当座貸越契約および貸出コミットメント契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約および貸出コミ

ットメント契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約および貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のと

おりであります。

当座貸越極度額および貸出コミットメントの総額 1,950,000千円

借入実行残高 1,600,000千円

差引額 350,000千円

　

4.　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 96,016千円

長期金銭債権 30,295千円

　

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

(1) 売上高 51,323千円

(2) 仕入高 28,964千円

(3) 営業取引以外の取引高 62千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 289,480 687 ― 290,167

(注)普通株式の自己株式の増加687株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（税効果会計に関する注記）

1.　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

　 繰延税金資産（流動） 　

　 未払事業税 9,757千円

　 賞与引当金繰入限度超過額 16,818千円

　 貸倒引当金繰入限度超過額 313千円

　 未払金（社会保険料） 2,354千円

　 商品評価損 5,177千円

　 繰延税金資産（固定） 　

　 投資有価証券評価損否認額 5,307千円

　 退職給付引当金繰入限度超過額 50,563千円

　 貸倒引当金繰入限度超過額 7,718千円

　 減損損失 13,679千円

　 株式報酬費用　 4,928千円

　 子会社株式評価損否認額 8,728千円

繰延税金資産小計 125,348千円

評価性引当額 △40,362千円

繰延税金資産計 84,985千円

　

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税などの負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異原因となった主要な項目別の内訳

　 法定実効税率 40.7％

　 （調整） 　

 交際費等 2.3％

 住民税均等割 16.0％

　 その他 2.9％

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.9％

　

（リースにより使用する固定資産に関する注記）

1.　当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 61,118千円

　

2.　当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 58,254千円

　

3.　当事業年度の末日におけるリース物件の減損損失累計額相当額 －千円

　

4.　当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 3,095千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

1.　役員および個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役 員 貞　松　豊二郎 ― ―
当社の
取締役会長

(被所有)
直接0.25

―

店舗賃貸借
契約に対す
る連帯保証
（注）１

― ― ―

役 員 貞 松 隆 弥 ― ―
当社の代表
取締役社長

(被所有)
直接15.83

―

店舗賃貸借
契約に対す
る連帯保証
（注）１

― ― ―

（注）　  当社は、店舗賃貸借契約に対して、取締役会長貞松豊二郎および代表取締役社長貞松隆弥よ

り連帯保証を受けております。なお、当該連帯保証に対し、保証料の支払いは行っておりま

せん。店舗賃貸借契約につきましては、当社店舗数80店舗（平成24年８月31日現在）のうち、

取締役会長貞松豊二郎に５店舗、代表取締役社長貞松隆弥に１店舗の連帯保証を受けており

ます。

　

2.　子会社等

種類
会社等
の名称

資本金
又は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子 会 社
D&Q
JEWELLERY
Co.,Ltd.

16,084
百万

ベトナムドン
製造業

(所有)
直接100.00

役員の兼任
製品の製造・
加工委託

18,439
売掛金
　

未収入金

62,274
　

15,730

子 会 社
台灣貞松股
份有限公司

6,000万
台湾元

小売業
(所有)
直接100.00

役員の兼任
商品の卸売

　
商品の仕入

51,323
　

10,524
売掛金 18,011

子 会 社
維璦國際
有限公司

1,500万
台湾元

小売業
(所有)
直接96.67

役員の兼任 ―　 ―　
長期

未収入金
30,295

（注）1.　上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

2.　取引条件ないし取引条件の決定方針等は一般取引条件等を考慮して決定しております。

3.　維璦國際有限公司への長期未収入金に対し、21,816千円の貸倒引当金を計上しております。

　

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 134円09銭

　

2.　１株当たり当期純利益 7円91銭
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（重要な後発事象に関する注記）

（第５回新株予約権の発行）

  平成24年９月18日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき、当

社の取締役および監査役に対し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議

しました。

１．ストックオプションとして新株予約権を発行する理由

  経営改革の一環としての役員報酬体系の見直しに伴い、取締役および監査役の報酬と当社の業績および

株主利益の連動性を一層高めることを目的として、当社の取締役および監査役（社外監査役を除く）に対

し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を次の要領により発行するものであります。

２．新株予約権の発行要領

（1）新株予約権の名称

株式会社サダマツ第５回新株予約権

（2）新株予約権の目的である株式の種類および数

当社普通株式95,000株とする。

ただし、以下に定める付与株式数の調整を行った場合は、調整後付与株式数に新株予約権の総数を乗

じた数に調整されるものとする。

新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式1,000

株とする。なお、付与株式数は、下記（6）に定める新株予約権を割り当てる日後、当社が株式分割

(当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合を行う場合は、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は、当該時点で行使されていない新株予約権の付与株式数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、そ

の効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議

案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の

終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終

結の日の翌日以降これを適用する。

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するも

のとする。

（3）新株予約権の総数

95個とする。

上記の総数は割当予定数であり、申込みの数が割当予定数に満たない場合等には、割り当てる新株予

約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。

（4）新株予約権の割当てを受ける者および割当数

① 当社取締役　　　４名（87個）

② 当社監査役　　　１名（８個）
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（5）新株予約権の払込金額

新株予約権１個当たり　73,510円 (１株当たり73.510円）

なお、当該払込金額については、会社法第246条第２項の規定に基づき、金銭の払込みに代えて、付

与対象者が当社に対して有する報酬債権と相殺するものとする。

（6）新株予約権を割り当てる日

平成24年10月15日

（7）新株予約権と引換えにする金銭の払込み期日

平成24年10月15日

（8）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることが

できる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

（9）新株予約権を行使することができる期間

平成24年10月16日から平成54年10月15日まで

（10）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（11）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役および監査役の

いずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過するまでに限り、新株予約権を行使することがで

きるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役又は監査役の地位にある場合においても、平

成53年10月16日以降においては新株予約権を行使することができるものとする。

② 上記に拘わらず、新株予約権者は、以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約権を行

使することができるものとする。ただし、下記（14）に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株

予約権が交付される場合を除く。

・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式

移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議又は会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、

当該承認又は決定がなされた日の翌日から15日間　

③ 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。ただし、取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」

という。）に定める条件による。

④ その他の条件については、新株予約権割当契約に定めるところによる。
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（12）新株予約権の取得の事由および条件

以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約

権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数

は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（14）組織再編成行為時における新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当

社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社と

なる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織

再編成行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併

設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割

設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、および株式移転につき株

式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下

「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予

約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。



－ 21 －

① 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「（2）新株予約権の目的である株式の種類および数」に

準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「（9）新株予約権を行使することができる期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日の

うちいずれか遅い日から、上記「（9）新株予約権を行使することができる期間」の満了日までとす

る。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

上記「（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金

に関する事項」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 新株予約権の取得の事由および条件

上記「（12）新株予約権の取得の事由および条件」に準じて決定する。

（15）新株予約権の行使により交付する株式の数の端数の取扱い

新株予約権の行使により交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる

ものとする。

（16）新株予約権の行使請求および払込みの方法

① 新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記

入し、記名押印又は署名のうえ、これを下記（17）に定める行使請求受付場所に提出するものとする。

② 上記①の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る新株予約権数を乗じた金額の全額を、会社法第281条第１項の規定に従い、現金に

て下記（18）に定める払込取扱場所の当社の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むもの

とする。
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（17）新株予約権の行使請求受付場所

当社管理部

（又はその時々における当該業務担当部署）

（18）新株予約権の行使に際して出資される金銭の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　福岡支店

福岡市中央区天神一丁目十三番一号

（又はその時々における当該銀行の承継銀行もしくは当該支店の承継支店）

　

（連結配当規制適用会社に関する注記）

該当事項はありません。

　

（その他注記）

該当事項はありません。


